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第１章 基本事項 

 

第１節 地域福祉とは 

 

「福祉」とは、高齢者福祉、障がい者福祉、児童福祉など制度的・体系的な分

類に代表されるように、公共の福祉サービスでは対象者別に考えられることが

主流でした。しかし、少子高齢化、ライフスタイルの変化が進む現代社会では、

従来の公共の福祉サービス中心の福祉だけで安心して暮らしていくことは困難

になってきています。高齢者も障がいのある人も子どもたちも、そして働き盛り

の人たちも、誰もが住み慣れた地域で安心して暮らしていくためには、地域の中

で支え合うことが不可欠です。自助・互助・共助・公助の役割分担と連携協働に

よって地域の福祉課題の解決に向け、住民と共に取り組んでいく活動が「地域福

祉」です。 

 

「地域福祉」については、平成 12年に成立した社会福祉法第 4条に「地域福

祉の推進」という理念が掲げられました。ここでは事業者と社会福祉に関する活

動を行なう者に加え、地域福祉の推進の担い手として「地域住民」が明記されま

した。 

 

第２節 社会福祉協議会とは 

 

社会福祉協議会は同法第 109 条に「地域福祉の推進」を図ることを目的とす

る団体であることが明記されました。具体的な地域福祉活動を促進していくた

めに、まんのう町社会福祉協議会が中心となって「地域福祉活動計画」を策定し

（まんのう町地域福祉計画概要版より） 
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ます。 

 

社会福祉協議会の役割については、社会福祉法の中で、以下のように位置付け

られています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社会福祉法（2019（令和元）年 6月改正）より抜粋 

（市町村社会福祉協議会及び地区社会福祉協議会） 

第百九条 市町村社会福祉協議会は、一又は同一都道府県内の二以上の市町村の区域

内において次に掲げる事業を行うことにより地域福祉の推進を図ることを目的と

する団体であつて、その区域内における社会福祉を目的とする事業を経営する者

及び社会福祉に関する活動を行う者が参加し、かつ、指定都市にあつてはその区

域内における地区社会福祉協議会の過半数及び社会福祉事業又は更生保護事業を

経営する者の過半数が、指定都市以外の市及び町村にあつてはその区域内におけ

る社会福祉事業又は更生保護事業を経営する者の過半数が参加するものとする。 

一 社会福祉を目的とする事業の企画及び実施 

二 社会福祉に関する活動への住民の参加のための援助 

三 社会福祉を目的とする事業に関する調査、普及、宣伝、連絡、調整及び助成 

四 前三号に掲げる事業のほか、社会福祉を目的とする事業の健全な発達を図るため

に必要な事業 

２ 地区社会福祉協議会は、一又は二以上の区（地方自治法第二百五十二条の二十に

規定する区及び同法第二百五十二条の二十の二に規定する総合区をいう。）の区域

内において前項各号に掲げる事業を行うことにより地域福祉の推進を図ることを

目的とする団体であつて、その区域内における社会福祉を目的とする事業を経営す

る者及び社会福祉に関する活動を行う者が参加し、かつ、その区域内において社会

福祉事業又は更生保護事業を経営する者の過半数が参加するものとする。 

３ 市町村社会福祉協議会のうち、指定都市の区域を単位とするものは、第一項各号

に掲げる事業のほか、その区域内における地区社会福祉協議会の相互の連絡及び事

業の調整の事業を行うものとする。 

４ 市町村社会福祉協議会及び地区社会福祉協議会は、広域的に事業を実施すること

により効果的な運営が見込まれる場合には、その区域を越えて第一項各号に掲げる

事業を実施することができる。 

５ 関係行政庁の職員は、市町村社会福祉協議会及び地区社会福祉協議会の役員とな

ることができる。ただし、役員の総数の五分の一を超えてはならない。 

６ 市町村社会福祉協議会及び地区社会福祉協議会は、社会福祉を目的とする事業を

経営する者又は社会福祉に関する活動を行う者から参加の申出があつたときは、正

当な理由がないのにこれを拒んではならない。 
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第３節 地域福祉活動計画の目的 

 

「地域福祉活動計画」は地域の福祉課題を解決するための具体的な活動を推

進する民間の活動計画です。 

地域の福祉課題は住環境、個人の価値観、ライフスタイルの変化に伴い、公的

な福祉サービスでは対応できない生活課題も多く存在します。 

住民同士が支え合える地域や人づくりと福祉サービスの充実を推進し、地域

で元気にふれあい、安心して暮らせるまちをつくるために、本計画を策定します。 

 

第４節 まんのう町地域福祉計画との関係 

 

地域福祉推進のための基盤や体制をつくる「地域福祉計画」と、それを実行す

るための、住民の活動・行動の在り方を定める「地域福祉活動計画」は、いわば

車の両輪です。これらを一体となって策定することの意義は、行政や住民、地域

福祉活動団体、ボランティア、福祉事業者など地域にかかわるものの役割や協働

が明確化され、実効性が高まることにあります。 

まんのう町では、平成３０年度に「福祉計画」に関する町民アンケートや関係

団体インタビューを実施し、そこで得られた意見や地域の実情を基に「まんのう

町地域福祉計画」が作成されました。社会福祉協議会が策定する、「まんのう町

地域福祉活動計画」は、「まんのう町地域福祉計画」において掲げられた基本理

念を実現するための具体的な活動計画として位置付けられます。 

 

第５節 地域福祉活動計画の期間と見直し 

この計画の期間は、令和３年度から、令和７年度までの５年間とします。 

また、社会状況の変化などにより必要に応じて見直しを行ないます。 

  H30 R1 R2 R3 R4 R5 R6 R7 

まんのう町地域福祉 

活動計画 

                

                

    策定期間 策定期間   見直し 次期計画   

まんのう町地域福祉 

計画 

                

                

策定期間         見直し 次期計画   
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第２章 本町の現状 

 

第１節人口・世帯の状況と将来推計 

 

まんのう町の人口は減少傾向で推移しており、令和２年４月１日現在で

18,401 人となっています。世帯数は平成 28 年からの５年間で 75 世帯増加して

おり、平均世帯人員は、平成 28 年の 2.6 人から令和２年には 2.45 人にまで減

少しています。高齢化率は、65歳未満の人口減少にともなって上昇傾向にあり、

平成 28 年４月１日の 34.2％から令和２年４月１日は 36.6％となっています。

地区別に見ると町内の３地区の中で高齢化率が最も高いのは琴南地区（48.8％）

となっています。 

まんのう町地域福祉計画期間の終了年度である令和５年４月１日におけるま

んのう町の人口は、17,544人と推計されています。 

 

＜年齢３区分別人口と高齢化率の推移＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳（各年 4月 1日現在）（まんのう町地域福祉計画より） 
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＜世帯数と一世帯当たり人員の推移＞ 

 

資料：住民基本台帳（各年４月１日現在） 

 

＜人口ピラミッド＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳（令和２年４月１日現在） 
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＜地区別の概況＞ 

地区 地域 面積 人口 

満濃地区 長炭、吉野、神野、四条、高篠 53.27 ㎢ 12,389 人 

琴南地区 琴南 82.98 ㎢ 2,144 人 

仲南地区 仲南 58.20 ㎢ 3,868 人 

合計 194.45 ㎢ 18,401 人 

資料：住民基本台帳（令和２年４月１日現在） 

 

 

 

 

 

＜地区別の年齢３区分別人口の構成割合＞ 

 

 

資料：住民基本台帳（令和２年４月１日現在） 
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第２節 生活保護の状況 

 

生活保護の状況は、世帯、人員ともにほぼ横ばいの傾向になっています。 

生活保護を受給する背景には、様々な要因が考えられます。そのため、一人ひ

とりの実情に応じた様々な支援により、地域で孤立することがないように、支え

ていく仕組みが重要となります。 

 

＜生活保護受給世帯と世帯に属する人員の推移＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：まんのう町福祉保険課（まんのう町地域福祉計画より） 
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第３節 子どもに関する状況 

 

ひとり親家庭数は、この 20 年間で約 1.7 倍に増加しており、平成 27 年時点

では 648 世帯となっています。また、全世帯におけるひとり親家庭の比率も平

成７年の 6.3％から平成 27年には 10.1％と増加傾向にあります。 

ひとり親家庭は、地域とのつながりが希薄化し、支援が必要な時に頼る人がいな

い、支援に結びつかないといった問題から地域で孤立を深めてしまう恐れがあ

ります。 

 

＜ひとり親世帯の状況＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査（各年 10月１日現在）（まんのう町地域福祉計画より） 
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第４節 高齢者に関する状況 

 

高齢化率は、この 20年間で 11.1ポイント上昇しており、国、県を上回って推

移しています。 

要支援・要介護認定者数は、平成 27年度からの２年間で 88人増加しており、

平成 29 年度では、1,320 人となっています。要支援認定者に比べ、要介護認定

者の増加数が多くなっています。 

日常生活において介護や支援が必要な人は、災害時においても一人で避難す

ることが困難であると考えられることから、避難時に支援を必要とする人を把

握する仕組みを充実させることが求められます。 

 

＜高齢化率の推移＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査（各年 10月１日現在）（まんのう町地域福祉計画より） 
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＜要介護（要支援）認定者数の推移＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：まんのう町福祉保険課（各年 4月 1日現在）（まんのう町地域福祉計画より） 
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第５節 障害者に関する状況 

 

障害者手帳所持者数は、平成 26年度から 92人減少しており、平成 29年度で

は 1,322 人となっています。身体障害者手帳所持者については、この 4 年間で

微減傾向にあります。療育手帳所持者と精神障害者保健福祉手帳所持者につい

ては、微増傾向にあります。 

 

＜障害者手帳所持者数の推移＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：まんのう町福祉保険課（各年 4月 1日現在）（まんのう町地域福祉計画より） 
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第３章 地域の福祉課題 

 

第 1 節 総括 

 

まんのう町の人口は一貫して減少傾向にあります。一方、高齢化率は現在 36％

を超えています。人口減少と高齢化に直面する社会には、様々な課題が潜んでい

るものと思われます。 

 

まんのう町地域福祉計画では、策定時の統計データとアンケート調査から、まん

のう町の課題として 

①自分らしく住み慣れた地域で住み続けることができる地域づくりを推進す

ること 

②生活上の不安や悩みごとを気軽に相談できる存在、窓口を充実させること 

③生活上の課題を解決するために、必要な情報の入手や手続きができること 

が想定されています。 

 

これまで行われてきた制度に基づく各種サービスや、見守り活動など住民自身

による地域での支え合いの取組みを整理し、今後の対応を検討していく必要が

あります。 

 

 

第２節 現在の地域福祉活動の様子 

 

社会福祉協議会では合併前の旧町ごとに地域福祉推進委員会を設置していま

す。琴南・満濃・仲南の各地区で住民組織の代表者などが委員として参加し、必

要な福祉活動について協議するとともに、地域の特性に応じた地域福祉活動が

展開されるよう、取り組んでいます。琴南地区では９つの連合自治会、満濃地区

では５つの支部社協、仲南地区では１７の福祉委員会がそれぞれの地区で地域

福祉活動の中心となって活動しています。また、町内の単位自治会では小自治会

や班、講中など実情に応じて福祉委員を選出・設置しています。福祉委員には、

生活に密接した小地域での福祉活動推進のためのつなぎ役としての活動が期待

されています。 
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自治会等小地域でのふれあいサロンも約 15箇所立ち上がっており、ボランテ

ィアや協力者が工夫を凝らして活動しています。 

 

平成 18 年度から開催している「まんのう健康・福祉まつり」では、健康と福

祉の関係団体やボランティアなどが大勢参加し、交流を深めています。 

 

 

 

地域の実情に応じた地域福祉活動の展開 
（福祉課題の発見、福祉情報の伝達、社協活動への参加等実践） 

町社会福祉協議会 

助成・支援 

福祉委員代表、福祉委員 

単位自治会 

琴南地区 満濃地区 仲南地区 

地域福祉推進委員会（琴南・満濃・仲南） 

５つの 

支部社協 

９つの 

連合自治会 

１７の 

福祉委員会 
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第３節 地域の特徴と地区行動計画 

 

まんのう町は、香川県仲多度郡の３町（満濃町、琴南町、仲南町）が、平成 18

年３月 20日に合併して誕生した町です。地域福祉活動計画の策定にあたり、地

域の方が課題と感じている事やその解決に向けて必要な取り組みなどについて、

琴南・満濃・仲南の各地域福祉推進委員会で協議を行いました。社会福祉協議会

職員も参加して話し合う中で、その地域特有のものや町内全地区に共通するも

のなど、多様な課題が明らかになりました。 

これらの課題解決に向けて取り組んでいくためには、継続して地域の方と課

題解決に関する協議を重ねていくことが必要です。その中で地域性を踏まえた

実効性のある取り組みを地区行動計画として整理し、実践していくことを目指

します。 
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（１）琴南地区 

【人口等】                      各年度 4月 1日現在 

 平成１８年度 令和２年度 増減（H18⇒R2） 

人口 3,067人 2,144人 ▲923人 

世帯数 1,157世帯 1,026世帯 ▲131世帯 

65歳以上の人口 1,135人 1,046人 ▲89人 

高齢化率 37.0％ 48.8％ 11.8％ 

年少人口 239人 157人 ▲82人 

年少人口率 7.8％ 7.3％ ▲0.5％ 

 

 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 令和２年度 

人口 2,447人 2,372人 2,263人 2,183人 2,144人 

世帯数 1,069世帯 1,066世帯 1,047世帯 1,026世帯 1,026世帯 

65歳以上の人口 1,075人 1,074人 1,061人 1,053人 1,046人 

高齢化率 43.9％ 45.3％ 46.9％ 48.2％ 48.8％ 

年少人口 168人 166人 156人 151人 157人 

年少人口率 6.9％ 7.0％ 6.9％ 6.9％ 7.3％ 

 

 

琴南地区の課題 

●少子高齢化に伴い、単位自治会活動が低調化しつつある 

常会も無くなりつつあり、お互いの情報も入りにくくなって、葬式なども 

葬祭場を利用することが多くなり自治会内での交流の場が減少している。 

●水道が来ていない地域では、谷の沢水をパイプで引いているが、大雨や獣害 

等で水が詰まったり濁ったりすることがある。元口の清掃等対応が必要で 

あるが、谷に入って清掃処理をする後継者がいない。 

●近隣での茶話会など、近所で集まって交流できる場があれば、日頃の困り事 

や課題をみんなで話し合うことができるのではないか。 

 

 

優先して取り組むべき課題 

①地域の課題に対応できる後継者（こりゃこたえた出動隊）づくり 

②近隣で集えるお茶飲み会場（ちょっとちょっとカフェ）の設置 
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課題解決に向けた取り組みテーマ 

①地域の課題に対応できる後継者「こりゃこたえた出動隊」づくり 

少子高齢化に伴い地域の活動が低調化しつつある中、地域の生活を維持する助

け合いなどの活動も担い手不足の状況にある。地域特有の困りごとを把握し、

課題に対応できる後継者づくりに取り組むことで、地域生活の維持を目指す。 

 

〇話し合いで出た意見 

主 体 取り組みの内容 

  

自分で 

できること 

・買い物代行 

 必要なものを買って届ける 

・買い物・病院等に乗せてあげる（同乗） 

・庭木の問題 

 樹木が伸びて荒れた庭の手入れ、草刈り等 

・水資源をみんなで管理できるようにする 

台風、大雨、大雪の災害時にパイプの詰まりやエア抜

き等できるように後継者を作る 

 

地域で協力して 

できること 

・地域ごとに必要なものをまとめて購入してくる 

・近所の人が一人暮らし世帯や高齢者世帯に困りごと

がないか声かけをする 

・ボランティアを募り、人材の確保と発掘をする 

 

行政や社協の協力 

が必要なこと 

・掃除などの補助 

・バスの手配 

・困りごとの受付とボランティアの要請 

・ボランティアを募り、人材の確保と発掘をする 

・ボランティアで不可能な困りごとはシルバーや業者

へ繋ぐ 

 

地域と行政の協力 

でできること 

・バスを手配し買い物に同行し支援する 
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地域の課題に対応できる後継者づくりの令和３年度からの取り組み 

自分や地域 行政や社協 

・困りごとの解決に向けて支援するボ

ランティア（地域の後継者）を養成す

る（地域福祉推進委員、近所の動ける

人や民生児童委員など）。 

・困っている人の家や場所へボランテ

ィアが出向く等、解決に向けた支援

をする（想定される活動：買い物、庭

木の手入れ、水資源の管理など）。 

・支援活動の需要の調査をする。 

・困りごとの連絡相談を受け付ける

窓口を担う。 

・ボランティアの活動に同行する。 

・活動の周知用チラシを作る。 

・移動手段が必要な場合の支援（町

バス・社協バスの予約）。 

 

評価指標 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

困りごと対応の仕組みづ

くり 
 調査 

準備 

試行 
活動開始 次期計画 
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課題解決に向けた取り組みテーマ 

②近隣で集えるお茶飲み会場「ちょっとちょっとカフェことなみ」の開催 

住民同士の交流の機会が減少していることで、地域の絆の弱まりが懸念されて

いる。近隣で気軽に集い、日頃の困りごとなどを話し合うことができる居場

所・交流の場としてカフェを開催することで、地域の絆の強化につなげる。 

 

〇話し合いで出た意見 

主 体 取り組みの内容 

  

自分で 

できること 

・元気で過ごし、外出する気持ちや体力を保つ。 

・地域の集まりごとに誘い、情報を伝える。 

・カフェの準備、手伝い。 

・カフェで面白い話（興味がある）をする人を紹介する。 

・運営の提案をする。 

・必要物品を寄付する。 

・カフェの日を知らせて、誘う。 

 

地域で協力して 

できること 

・チラシを回覧板で回す。 

・ボランティアを募り、発掘する。 

・カフェの講師に来てもらう人を探す（いきいき体操、

歌など）。 

 

行政や社協の協力 

が必要なこと 

・チラシ、案内状の作成。 

・補助金などの資金援助。 

・社協のバスを出す。 

 

地域と行政の協力 

でできること 

・会場の確保や整備。 

・カフェの講師に来てもらう（行政・社協など専門職、

駐在さん）。 
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課題解決に向けた令和３年度からの取り組み 

自分や地域 行政や社協 

気軽に集える地域の居場所 

「ちょっとちょっとカフェことなみ」

の開催 

開催日 12月 8日（水）試行 

（次年度より月 1回第２水曜日開催予定） 

開催時間 9：30～11：30 

会場 琴南農改センター（小会議室） 

 

利用者 

・地域住民 

 

運営協力者 

・琴南地域福祉推進委員、琴南地区の住

民（ボランティア）など 

・開催の計画づくり 

・必要物品の準備 

 

・チラシの配布（地域福祉推進委員、福

祉委員、婦人会、民生児童委員、公共施

設等へのチラシ設置） 

・送迎用バスの貸出 

・計画づくりの支援 

・会場の提供 

・チラシの作成協力 

 

 

 

 

 

 

評価指標 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

ちょっとちょっとカフェ

ことなみ の開催 
 

計画づくり 

先進地見学 

施行 

月１回開催 月１回開催 次期計画 
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（２）満濃地区 

【人口等】                     各年度 4月 1日現在 

 平成１８年度 令和２年度 増減（H18⇒R2） 

人口 13,161人 12,389人 ▲772人 

世帯数 4,300世帯 4,911世帯 611世帯 

65歳以上の人口 3,594人 4,197人 603人 

高齢化率 27.3％ 33.9％ 6.6％ 

年少人口 1,680人 1,643人 ▲37人 

年少人口率 12.8％ 13.3％ 0.5％ 

 

 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 令和２年度 

人口 12,771人 12,681人 12,561人 12,488人 12,389人 

世帯数 4,794世帯 4,810世帯 4,815世帯 4,869世帯 4,911世帯 

65歳以上の人口 4,063人 4,134人 4,143人 4,192人 4,197人 

高齢化率 31.8％ 32.6％ 33.0％ 33.6％ 33.9％ 

年少人口 1,741人 1,727人 1,696人 1,682人 1,643人 

年少人口率 13.6％ 13.6％ 13.5％ 13.5％ 13.3％ 

 

長 炭 平成１８年度  令和２年度 増減（H18⇒R2） 

人口   3，203人  2，597人  

世帯数  1，100世帯   1，075世帯  

65 歳以上の

人口 

―  1，042人 ― 

高齢化率 ―   40．12% ― 

年少人口 ―    268人 ― 

年少人口率 ―  10．32％ ― 

 

吉 野 平成１８年度 令和２年度 増減（H18⇒R2） 

人口   2，343人 2，032人  

世帯数     761世帯   789世帯  

65歳以上の人口 ―  739人 ― 

高齢化率 ― 36.37％ ― 

年少人口 ―  267人 ― 

年少人口率 ― 13．14％ ― 
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神 野 平成１８年度 令和２年度 増減（H18⇒R2） 

人口    1，739人 1，403人  

世帯数     555世帯    591世帯  

65歳以上の人口 ―   562人 ― 

高齢化率 ―   40.06％ ― 

年少人口 ―   146人 ― 

年少人口率 ―  10．41％ ― 

 

四 条 平成１８年度 令和２年度 増減（H18⇒R2） 

人口    3，123人 3，253人  

世帯数    1，012世帯  1，289世帯  

65歳以上の人口 ―  958人 ― 

高齢化率 ―  29.45％ ― 

年少人口 ―  507人 ― 

年少人口率 ― 15．59％ ― 

 

高 篠 平成１８年度 令和２年度 増減（H18⇒R2） 

人口    2，779人  3，104人  

世帯数       904世帯   1，167世帯  

65歳以上の人口 ―   896人 ― 

高齢化率 ―  28.87％ ― 

年少人口 ―   455人 ― 

年少人口率 ― 14．66％ ― 

 

満濃地区の課題 

●地域の絆が崩れている。 

●地域の活動やサービスの担い手（後継者）育成が必要。 

●公共交通機関が無い地域では自家用車がなければ生活が不便。高齢になっ 

ても運転免許が返納できない。 

●高齢化が進み、田や山の維持管理ができなくなってきている。 

●空き家が多くなっている。 

●自治会加入率が低下している。 
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優先して取り組むべき課題 

①地域の活動の担い手の減少 

②自治会の崩壊を食い止める 
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長炭地区の課題 

●地域の絆の希薄化。 

・高齢化により、地域の世話人の後継者がいない。 

・自治会の常会や地域の行事などが廃止・縮小され、地域の人が集まることが

少なくなった。 

・少子化により子どもの数が減少している。 

・異世代交流の機会の減少。 

・家族葬など冠婚葬祭の行い方が変化し、近所づきあいの意識も変わってきて

いる。 

・超高齢の一人暮らし高齢者など地域から孤立している世帯が増えてきた。 

・近所の様子がわからない。 

・地域への愛着が薄れている。 

●空き家が多くなっている。 

●高齢化が進み、田や山の維持管理ができなくなってきている。 

 

課題解決に向けた取り組みテーマ 

「地域の絆づくり」 

高齢化の進展により地域の絆が弱まっている。 

 地域であいさつ運動を進め，地域の絆づくりを行う。 

 

・取り組みに向けて出された意見 

主 体 取り組みの内容 

  

自分で 

できること 

・日常生活の中で、見守り，声かけ，安否確認をする。 

・なるべく歩いて道路に出る。散歩を兼ねた見守りをする。 

・地域の行事にできるだけ参加し，顔を覚える。 

・地域で積極的に挨拶する。 

・地域の人と話をする。 

・地域の人と向き合う姿勢で過ごすよう心掛ける。 

・研修会やほかの地区のいい例を参考し、学び合う姿勢を持

つ。 

・自治会メンバーの一員であることを自覚する。 

 ・小地域サロンを充実させる。 
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地域で協力して 

できること 

・相互扶助をすすめる。（例 超高齢の一人暮らし世帯など自

治会での役割や世話人への就任などの負担を軽減をする等、

自治会からの脱会や孤立しないように自治会内で話し合い、

助け合う。） 

・老人会や青少年育成会議など地域のいろいろな団体と連携

する。 

・老人会加入を勧め，地域の仲間との関りをふやす 

・組織に加入する楽しみが持てるような取り組みをする 

・地域で花壇づくりをしたり，軽スポーツをしたりして関わ

りを広げる。 

・後継者を育成する。 

・縁結びのお世話など次世代の育成に努める。 

・自治会の会員が集まってイベントをすることで意識が高ま

る。（例 年 1回夏祭りに全員集合。） 

 

行政や社協の協力 

が必要なこと 

・福祉委員の役割を知らせる。 

・福祉委員に委嘱状を渡す（福祉委員への意識作り。） 

・福祉委員研修で成功事例を紹介し、モデルにする。 

・自治会担当の役場企画政策課の方にも，地域で自治会費を

集金していることも理解して欲しい。 

・自治会を抜ける人が増え、自治会に入ってないままの状態

の家がある。近所の人が誘うのも大切だが，行政からの呼び

かけも必要である。 

・先進地域への研修、他の市町で自治会が活発に活動してい

るところ，自治会が減らずに色々な活動をしているところを

見学したり，話を聞き研修する。 

・リーダーの養成，育成をする。 

地域と行政の協力

で 

できること 

・行政職員が地域づくりの視点で助言をして欲しい。 

・地域リーダーの育成をして地域活動が長続きするように努

める。 

・村おこし、地域づくりは、国・県・自治体の行政の力や社

協、地域が一緒になって考え、行動していくことが必要。 
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地域であいさつ運動を進めるための令和３年度からの取り組み 

自分や地域 行政や社協 

・一人ひとりが身近な地域で、あいさつ運動

を行う。 

・地域を歩いて、見守り声かけ活動を行う。 

・学校や子どもを巻き込んで、あいさつ運動

を行う。 

・見守り活動や、あいさつ運動の標語を募集

する。 

・青少年育成会議、老人会などの地域の団体

とタイアップする。（例 あいさつ運動の標

語募集 ふるさとウオークなど） 

 

・福祉委員の研修をなごみ館で行

う。（年数回） 

・あいさつ運動や見守り声かけ活

動の啓発活動の支援。 

・標語募集の協力。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価指標 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

福祉委員研修の参加率  40％ 60％ 60％ 次期計画 

あいさつ運動をすすめる  計画 
自治会内へ

の浸透 

自治会内へ

の浸透 
次期計画 
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吉野地区の課題 

⚫ 人口が減少し，少子化が進んで，核家族や一人暮らし高齢者が増加して

いる。それに伴い自治会の機能が低下している。 

⚫ 福祉委員の業務や役割についてあまり認識されていない。 

⚫ 空き家が増えている。 

⚫ 高齢で自動車免許を返納し公民館に行けなくなって閉じこもり気味にな

ることで虚弱になり，転倒や軽度認知症につながった高齢者がいた。 

⚫ みよしのカフェなどの居場所に行くことのできる移動手段がないため，

参加できない高齢者がいる。 

⚫ 週１回の移動販売車の利用だけでは，買い物に困る。 

課題解決に向けた取り組みテーマ 

交通手段が乏しい高齢者等が気軽に公民館に来ることがで

きる仕組みづくり 
交通手段が乏しい高齢者が，公民館に来ることができなくなり地域の人と交流

する機会が減少して「フレイルや認知症」に陥ってしまわないよう，公民館に

来られる仕組みづくりをする。 

 

・取り組みに向けて出された意見 
主 体 取り組みの内容 

  

 

自分で 

できること 

・声かけを行い関係づくりを行う 

・広報活動（案内状，告知放送） 

・ニーズの把握 

・公民館の行事に誘い合う 

・来ることができない人（一人で公民館へ行くことがで

きない人）と一緒に公民館へ行く。 

・つながりを作る 

・あいさつで顔見知りになる 

 

地域で協力して 

できること 

・地域内で誘い合って一緒に行く人をつくる 

・行事案内の回覧板をまわす 

・ボランティアの募集 

・各行事における講師などの人材発掘 

・魅力ある行事の創設 

・あいさつ運動の推進 

・公民館だよりの発行 

・次期リーダーの育成 
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行政や社協の協力 

が必要なこと 

・町内施設で活動している同好会の一覧作成 

・送迎のための車両準備や保険など 

・ボランティアの養成 

・各行事における講師などの人材発掘 

・次期リーダーの育成 

・行政の参画 

 

地域と行政の協力 

でできること 

・送迎のための車両準備や保険など 

・町バス，社協バスでの送迎 

・青パトの情報収集 

・異世代（こどもと高齢者等）の交流事業の開催 

 

 

 

公民館への送迎の仕組み作りに向けて令和３年度からの取り組み 

自分や地域 行政や社協 

・福祉委員や民生委員，自治会長やその

他地域の人は，ボランティアとして活動

に参加する。 

・青パトや送迎についての資料集めや

勉強会を行う。 

・先進地への視察研修を行い，送迎の仕

組み創設に向けてボランティア間で共

通理解を行う。 

・地域住民のニーズを把握するために

聞き取り調査を実施する。（可能であれ

ばアンケート調査を行う。） 

・ボランティアの育成及び研修会の実

施・参画を行う。 

・送迎の仕組み作り 

・若い世代の参画（研修会などに参加し

てもらい，活動の賛同を得る） 

・吉野内を送迎できる車の確保 

・勉強会や計画づくりへの参画，支

援 

・あいあいタクシーの現状把握及び

要望 

 

評価指標 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

公民館の延べ来館者数 

（月平均） 
 1,300人 1,400人 1,500人 次期計画 
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神野地区の課題 

●公共交通機関がなく、自動車の運転ができなくなったら外出に困る。 

●運転に不安があっても、生活に不自由なため、免許証の自主返納を拒む。 

●町のタクシー補助券は、使用用途が通院のみで使いにくい。 

●あいあいタクシーは、時間に制限があり土日は休みなど利用しにくい。 

●支部社協の行事をしても参加者が限られ、同じ人が参加している。 

●日用品を販売する身近なお店がない。 

●人口が減少し、祭りなど地域の行事ができなくなってきた。 

 

課題解決に向けた取り組みテーマ 

新しい交流の場 神野コミュニティカフェづくり 

公民館で行事をしても同じ人ばかりになってしまう。閉じこもりがちな高齢者

や自力で公民館までこれない人も多い。地域の人たちの参画により、誰でも気

軽に参加できる交流行事を創設することで、地域力の活性化が図れる。 

 

・取り組みに向けて出された意見 

主 体 取り組みの内容 

  

自分で 

できること 

・声かけで仲間の輪を広げよう。 

・知人に参加するよう誘う、知らせる。 

・身近な方へカフェ オープンのＰＲと誘い合わせの

声掛けを積極的に行う。 

・自治会定例会など地域内での周知。 

・他のカフェ等を見学して参考にする。 

・カフェのボランティアとして協力したい。 

・周知用チラシを作成する。 

 

地域で協力して 

できること 

・率先して協力体制をつくる。 

・自治会の定例会や回覧板でカフェのＰＲを行い参加

（一度行って様子を見てみよう。）意識を高める。 

・簡単なアンケートを作成して、意見集約する。 

・一人暮らしの方にイベントの案内をする。 

・民生委員、福祉委員さんに一人暮らしの人などに呼び

掛けの協力をしてもらう。 

・若い人にカフェのことを理解してもらい、親などの高
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齢者に勧めてもらう。 

 

 

行政や社協の協力 

が必要なこと 

・交通手段について、社協のマイクロバスでの送迎。 

・地域活動を担ってくれる（各委員等）メンバーへの具

体的な使命をレクチャーして縦横の協力が加速する

ように働きかけて、血液を流してほしい。 

・協力者が団結し支援を求める。 

・社協と行政の方向性を同じにする。 

・運営資金への助成。 

 

地域と行政の協力 

でできること 

・行政告知放送などを活用してのＰＲ活動。 

・会場への移動手段への協力。マイクロバスでの送迎、

集合場所を何か所か設置し、交通手段のない人への対

応 

 

 

 

新しい交流の場 神野コミュニティカフェづくりの令和３年度からの取り組み 

自分や地域 行政や社協 

新しい交流の場 

神野コミュニティカフェを開設する。 

開設日 12月 3日（金） 

開催時間 10時～12時  

月１回 第一金曜日 

会場 神野公民館 

 

運営協力者 

・公民館を利用している人、各種のボラ

ンティア、地域の福祉委員 

・世話人（数人）で必要なものを準備す

る。 

・ボランティアの活動可能日の計画、調

整。 

 

利用者 

・地域の人（高齢者を中心に）、各種の

ボランティア、地域の福祉委員 

 

・参加者のマイクロバスでの送迎へ

の協力。 

・運営資金援助 

・健康チェックなど保健師の協力を

お願いする（高齢者が多いので）。 
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運営について 

・自治会長の立場として公民館や集会

所で開催される行事を機会あるごと

に伝えていく。 

・自分の自治会の世帯の構成員を把握

して高齢者の世帯内環境を認識し、

民生委員さん等と協力し各行事への

参加を促して周りとかかわる（社会

参画）ようにしていく。 

・役員などで内容（イベント等）の計画

を考える。 

・公民館の利用者への呼びかけ。 

・健康チェック高齢者が多いので神野

地区の保健師や看護師にも協力をお

願いする。 

・マイクロバス送迎の需要（利用者）を

調べる。 

・送迎の運行コースなどを決める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価指標 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

神野コミュニティカフェ

の安定した開催 
 月１回 月２回 月２回 次期計画 
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四条地区の課題 

●自治会に加入していない世帯が増えている。 

●空き家が多くなってきている。 

●一人暮らし高齢者が増えてきている。 

●高齢者世帯が多くなってきているため、自治会内での役員の選出及び当番

制での自治会運営（祭事・ゴミ・リサイクル等）が困難になってきている。 

●見守り活動を実施している小自治会が少ない。 

●ご近所との交流が少なくなってきている。 

●地域への関心が薄れ、住民のつながりが弱まっている。 

 

課題解決に向けた取り組みテーマ 

ご近所で見守り声かけ活動を推進する 

一人暮らし高齢者・高齢者世帯等が増加して、地域（ご近所）内の交流が少

なくなり、つながりが希薄化している。地域ぐるみでの日常的な、支えあいや

つながりを再構築するために、「見守り・声かけ・ほっと安心事業」に取り組

む自治会を増やしていく。 

 

・取り組みに向けて出された意見 

主 体 取り組みの内容 

  

自分で 

できること 

・普段から地域の方々への声かけ（積極的に挨拶）に心掛け

る 

・広報紙（行政・町社協等）に目を通し情報を収集する 

（発信されている情報に関心を持つ） 

・地域の行事等に積極的に参加する 

・気が付いた事（気になる方の把握等）があれば民生児童委

員、自治会長、館長等に情報を提供する 

・地域内で、積極的に情報の共有を図る 

 

地域で協力して 

できること 

・井戸端会議の実施（問題・課題等が提起される場合がある） 

・気づいた事があればご近所の方と話してみる 

・皆で気になる方を見守り、情報を共有する 

・福祉委員と共に各家庭を訪問する 

・地域の行事に積極的に参加するとともに、「見守り・声か

け・ほっと安心事業」に取り組む 
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行政や社協の協力 

が必要なこと 

・「見守り・声かけ・ほっと安心事業」の説明（資料の解りに

くいところを説明に来てもらう） 

・新しい情報の提供（国や行政の施策等） 

・自治会館の備品（防災用品等）購入の補助 

・地域リーダー養成（育成）研修会の実施 

・居心地の良い居場所づくり 

「地域住民のための社会教育を推進する拠点施設」として中

心的な役割を果たしている公民館の活動支援 

 

地域と行政の協力 

でできること 

・行政職員が地域の声を聴いて施策に生かす（自治会の集会

等に積極的に参加） 

・地域にとって身近な行政となる（地域に足を運ぶ） 

 

 

 

 

 

課題解決に向けた令和３年度からの取り組み 

自分や地域 行政や社協 

・住民みんなで（地域ぐるみ）、地域内の

情報を把握する。（気にかけておく） 

・地域内の身近なところ（公民館、自治会

館・集会所等）を拠点とする、「見守り・

声かけ・ほっと安心事業」への取り組みに

参加する。 

・日常生活の中で、また、行事等開催時を

利用して、気軽に挨拶することを心がけ

る。（見守り、声かけの実施） 

・地域の方がつながっていくことを大切

にする。（地域内で孤立している方を見逃

さない） 

・支部社協、館長、自治会長、民生児童委

員、行政、町社協の役員・職員等が公民館、

自治会館・集会所等で行われる定期集会、

研修会等開催時に出向いて、新しい施策

などの情報を伝えたりするなかで、地域

の状況を知る。 

・「見守り・声かけ・ほっと安心事業」の

事業説明や広報啓発を行う。 

・リーダー（養成）研修等の実施。 

・継続的な支援、援助。 

 

評価指標 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

「見守り・声かけ・ほっ

と安心事業」の取り組み

集落数 

8集落 広報周知 11集落 13集落 次期計画 
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高篠地区の課題 

●自治会加入率が低下している。 

・新らしく家を建て移住してきた、若い世代は、自治会には加入しない。 

・元々住んでいる人たちと新住民との交流がない。 

・高齢者世帯で、役ができなくなって脱会する世帯も増えている。 

●地域活動の担い手や後継者がいないので、活動ができなくなってきている。 

●孫世代が流出し、三世代同居が減少している。 

●同居家族がいても、世代が違うとバラバラで孤独な人も多い。 

●空き家が増加し野良犬が住み着いている。防犯上も問題。 

●休耕田の増加や農業人口の高齢化。 

●公民館活動や行事の参加者は、いつも同じメンバーになっている。 

●地域の関心が薄れ、住民のつながりが弱まっている。 

 

課題解決に向けた取り組みテーマ 

地域住民のつながりを作る 

地域とのつながりがあまり持てていない方が、支部や公民館が実施する行事に

参加することで顔の見える関係作りができ地域住民同士のつながりが図れる。 

 

・取り組みに向けて出された意見 

主 体 取り組みの内容 

  

自分で 

できること 

・チラシの作成。 

・公民館の同好会に誘う。 

・社協会費等周知活動。 

・催し物等の案内。 

・独居高齢者の把握。 

・散歩しながら高齢者と話をする。 

・公民館来館者への案内。 

 

地域で協力して 

できること 

・自治会と社協と協力して各行事参加を求める。 

・自治会長・福祉委員と連絡を深める。 

・地域の人が困っていることを聞き行政や社協に働きか

けをする。 

・社協と地区社協と打合せて行事をする。 

 

行政や社協の協力 

・地区内の高齢者、１人暮らし世帯の把握。 

・協力金が必要になる。 
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が必要なこと ・自治会の行政区域の把握。 

 

地域と行政の協力

で 

できること 

・公民館まつり。 

・地区の小学校を通じて地域の催し物の案内。 

 

 

 

地域住民のつながりを作るための令和３年度からの取り組み 

自分や地域 行政や社協 

社協役員が支部や公民館行事の時に、自治会

を通じて地域へ声かけを行い参加者を募る。 

催し物のチラシを自治会、地区の小学校に配

布する。 

 

公民館を周知するために看板

の設置について協議を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価指標 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

各イベント参加率  対前年比 5％増 対前年比 5％増 対前年比 5％増 次期計画 
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（３）仲南地区 

【人口等】                      各年度 4月 1日現在 

 平成１８年度 令和２年度 増減（H18⇒R2） 

人口 4,535人 3,868人 ▲667人 

世帯数 1,402世帯 1,583世帯 181世帯 

65歳以上の人口 1,468人 1,495人 27人 

高齢化率 32.4％ 38.7％ 6.3％ 

年少人口 449人 415人 ▲34人 

年少人口率 9.9％ 10.7％ 0.8％ 

 

 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 平成 31 年度 令和２年度 

人口 4,147人 4,046人 4,010人 3,928人 3,868人 

世帯数 1,582世帯 1,547世帯 1,562世帯 1,550世帯 1,583世帯 

65歳以上の人口 1,493人 1,502人 1,520人 1,502人 1,495人 

高齢化率 36.0％ 37.1％ 37.9％ 38.2％ 38.7％ 

年少人口 449人 440人 439人 435人 415人 

年少人口率 10.8％ 10.9％ 10.9％ 11.1％ 10.7％ 

 

 

仲南地区の課題 

●広い田が多く管理に困る 

●介護保険のサービスを知らず必要な人が利用できていないことがある 

●身体が元気でも認知症で徘徊する人の対応 

●商店が少なく買い物に不便 

●大きな病院での受診に付き添ってくれる人がいない 

●タクシー券を利用できても限度がある 

●ひとり暮らしで相談できる人が身近にいない人の支援 

 

 

優先して取り組むべき課題 

①買い物困難者への支援 

②地域のつながりの維持 
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課題解決に向けた取り組みテーマ 

買い物困難者への支援 

1人暮らし等の高齢者の方が車の運転免許証を返納した場合、買い物に行くことに困

る。 

このため、現在実施しているサービスの周知を行ったり、改めて各地区の買い物に

関するニーズ把握を行うことで、既存のサービスの有効活用を図る。 

 

・取り組みに向けて出された意見 

主 体 取り組みの内容 

  

自分で 

できること 

・既存のサービスを有効に活用して自分で買い物に行く。 

・既存のサービスの情報を集め、知らない人に伝える。 

・地区内で困っている人がいれば買い物の代行をする。 

 

地域で協力して 

できること 

・地区内でささえあいサービスの協力会員を増やす。 

・見守り声かけほっと安心事業に取り組む。 

・自治会内で支えあえる仕組みを作る。(クーポン制度) 

・自治会内の買い物で困っている人の把握を行う。(アンケートの

実施) 

 

行政や社協の協力 

が必要なこと 

・アンケートの作成(住民と商店) 

・町内の配送してくれる商店の一覧表の作成。 

・買い物カートを貸し出す。 

地域と行政の協力

で 

できること 

・あいあいマーケットのサービスの充実。(拠点と回数) 

・事例の紹介(青パトなどの事例) 

 

 

 

 

 

買い物困難者への支援を進めるための令和３年度からの取り組み 

自分や地域 行政や社協 

福祉委員が自治会の集まりの時や粗品など

を配布する時に高齢者の方に買い物に関す

るアンケートを実施し困りごとの把握を行

う。 

行政、商工会、社協が地域の買い物困難

者の現状把握を行うためにアンケートを

作成する。 

町内の配達可能商店の一覧表の作成を行

う。 
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評価指標 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

あいあいマーケット 

買い物利用者数 
 対前年比 5％増 対前年比 5％増 対前年比 5％増 次期計画 
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地区行動計画の策定・推進・評価・見直し 

（１）計画の推進 

 身近な地域では、個人や家族、地域が抱えている課題やニーズはそれぞれで

異なり、その解決策には多様な活動が考えられます。 

 地域をよりよくしていくためには、まんのう町に住むひとり一人が地域のこ

とを考え、地域の未来を描きながら、地域の特色やひとり一人の個性を大切に

し、出来ることから行動に移していくことが大切です。 

 地区行動計画では、身近な単位である３地区毎に計画を策定し、取り組みの

方向性を示し、行政はもとより町民や関係機関・団体、町社会福祉協議会、地

域福祉推進委員会、第１層第２層協議体等が連携を深めることで、本町の地域

福祉をさらに深化・推進していきます。 

 

（２）計画の評価・見直し 

 本計画は、関係者が目標を共有し、その達成に向けて連携しながら、創意・

工夫を積み重ね、着実に取組みを進めていくことが重要です。 

 そのため、計画期間終了時にその進捗を把握するだけではなく、ＰＤＣＡサ

イクルに基づき、定期的にその進捗を管理し、課題等がある場合には、必要に

応じて、随時、施策の見直しに努めていきます。 

 

 

ＰＤＣＡサイクル 

計画（Plan） 目標を設定し、目標達成に向けた活動を立案する 

実行（Ｄo） 計画に基づき活動を実行する 

評価（Ｃheck） 活動を実施した結果を把握・分析し、考察する(学

ぶ) 

改善（Ａct） 考察に基づき、計画の目標、活動などを見直しす

る 
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第４章 活動計画 

 

第１節 基本理念 

 

だれもが安心して住み慣れた地域の中でいきいきと暮らせるようにするため

には、地域の人々の積極的なかかわりによって、地域での結びつきを強め、助け

合いの輪を広げ、さらに住民、事業者、行政などが連携し、それぞれの特性を活

かし、「協働」によるまちづくりを図っていくことが大切です。 

 

地域の助け合いのもと、地域住民が中心となって元気でいきいきと暮らせる

まちを築いていくため、町の行政計画である「まんのう町地域福祉計画」におけ

る基本理念「元気まんまんまんのう町 ～住み慣れた地域で自分らしく安心し

て暮らせるまち～」の考えを踏襲し、めざすべきまちづくりの方向として本計画

の基本理念を次のように定めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

元気 ふれあい ほっと安心 

～ 地域で共にいきるまちづくり ～ 
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第２節 基本目標 

 

本計画の策定に際し、基本理念を根底として、次の３つの基本目標を掲げます。 

 

 

基本目標１ 支え合いのこころを大切にするまち 

「まんのう版我が事・丸ごと地域共生社会」の実現に向け、住民が気軽に参加

できる居場所づくりの推進など、地域で支え合える人のつながりを育みます。ま

た、地域福祉活動の中核を担う組織として、まんのう町社会福祉協議会の機能強

化に取り組みます。 

 

 

基本目標２ 福祉を支える人が育ちあうまち 

住民が地域の福祉課題と向き合い考える機会を設け、住民一人ひとりが地域

福祉を支える主体であることの理解を深めます。またボランティア養成や地域

福祉推進に取り組む団体への支援を通じて、地域全体の福祉意識の向上をめざ

します。 

 

 

基本目標３ 誰も地域で孤立しない・させないまち 

既存の制度では解決が難しい複雑な課題を抱えていてもどこに相談したらい

いかわからないなど、自分からＳＯＳを発することができずにいる人のニーズ

を早期に把握し解決に向けた取り組みを進めるため、地域福祉関係団体のネッ

トワーク構築と協働活動を進め、身近な地域での相談支援機能を高めます。 

 

 

 

以上の各基本目標を、地域と行政、社会福祉協議会が、それぞれの立場に応じ

た役割を担い、推進していきます。 
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第３節 計画の体系 

本計画では、この基本目標を受けて具体的な活動の内容を示していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 地域福祉活動の基盤強化 

  ●ふれあいの場づくり 

  ●信頼に応えられる社会福祉協議会の基盤強化 

  ●災害に備えた体制づくり 

② 福祉サービスの充実 

 ●良質で適切な福祉サービスの提供 

① ささえあいのネットワークづくり 

  ●ささえあいのネットワークづくり 

② 相談援助の充実 

 ●問題解決の体制づくり 

① 地域福祉活動の人材育成 

  ●思いやりの心を育てる人づくり 

  ●ボランティア活動づくり 

② 地域福祉活動への支援の充実 

 ●関係機関や団体との連携づくり 

元気 ふれあい ほっと安心 
～地域で共にいきるまちづくり～ 



42 

 

第４節 実施計画 

 

基本目標１ 支え合いの心を大切にするまち ··········· 

 

推進目標①：地域福祉活動の基盤強化 

地域住民が協力し合える地域をつくるために、地域で住民同士が交流するこ

とができる集いの場の充実を図るとともに、地域福祉の基盤づくりを推進しま

す。 

 

●ふれあいの場づくり 

ご近所との交流を促進する上で、地域住民がいつでも集まって交流できる場

所や機会の充実が求められています。身近な地域で気軽に参加できるサロン活

動など地域の居場所づくりの充実を図ります。住民一人ひとりが役割をもって

関わる身近な小地域の居場所づくりを提案し、リーダーの養成や交流を行い、自

主的なサロン活動を推し進めます。 

 

◇町社協が取り組んでいる事業（令和２年度） 

・小地域ふれあいサロン 

 

・脳の健康教室事業（まんのう寺子屋） 

 

●信頼に応えられる社会福祉協議会の基盤強化 

地域福祉活動の中核を担う組織としての信頼と責任を果たし、地域の様々な

福祉課題に充分な対応ができるよう、まんのう町社会福祉協議会の基盤強化を

めざします。 

 

 

 

評価指標 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

登録サロン数  16    17    18 19 次期計画 

サロン参加者数 1，285  1，405  1，525 1，645 次期計画 

評価指標 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

開催回数 73 85 85 85 次期計画 

学習者参加者数 675 700 750 750 次期計画 
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◇町社協が取り組んでいる事業（令和２年度） 

・法人運営事業 

・マイクロバス運営事業 

・広報事業 

・地域福祉推進委員会事業 

・地域福祉活動助成金事業 

 

●災害に備えた体制づくり 

 近年、全国的に豪雨や台風、地震等による甚大な被害が発生しており、防災活

動の重要性が高まっています。災害発生時の災害ボランティアセンターの設置

など被災された方への速やかな支援提供ができる体制整備に取り組むとともに、

地域の自主的な防災の取り組みを支援します。 

 

◇町社協が取り組んでいる事業（令和２年度） 

・災害ボランティアセンター事業 

 

推進目標②：福祉サービスの充実 

 福祉的な支援を必要としている方が生活に必要なサービスを受けられるよう、

法令や町の要網等に基づいた子ども、高齢者、障がい者、生活困窮者などへの適

切なサービス提供を図ります。サービスの内容や質の充実に努めるとともに、既

存の制度では対応できない課題に対する新たなサービスの開発を研究し、地域

で自分らしい生活ができるよう支援にむけて取り組みます。 

 

●良質で適切な福祉サービスの提供 

支援を必要とする人へ適切にサービス提供できるよう、サービスの内容や質

を確保し、充実したサービス提供に努めます。また、サービス提供の中で把握し

た福祉課題を解決に向けて適切な支援につなげます。 

 

◇町社協が取り組んでいる事業（令和２年度） 

・地域子育て支援拠点事業「つどいのひろばひまわり」 

 

 

・子育てホームヘルプサービス事業 

評価指標 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

利用登録者  95  96  96  96 次期計画 

参加者数  3,800  3,900  3,950  3,950 次期計画 
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・生きがい活動支援通所事業 

 

・給食サービス事業 

 

・生活管理指導員派遣事業 

 

・自立相談支援事業 

 

・生活福祉資金貸付事業 

 

・福祉サービス利用援助事業 

 

 

 

 

 

評価指標 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

開催日数  127  172  172 172 次期計画 

利用登録者参加者数  1，098  1，866  1，866 1866 次期計画 

ボランティア登録者 

参加者数 
693 1，190 1，200 1，200 次期計画 

評価指標 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

利用者数 1，281  1，290  1，300 1，300 次期計画 

調理ボランティア数 295 310  310  310 次期計画 

評価指標 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

利用者数 44 19 12 12 次期計画 

活動時間 267 82 51 48 次期計画 

評価指標 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

相談受付件数 23 10 15  17 次期計画 

プラン作成件数 0 3 6 8 次期計画 

評価指標 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

利用登録者数 5 6 8 8 次期計画 

サービス提供回数 66 79 108 108 次期計画 
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・指定居宅支援事業（障害者総合支援法） 

 

・移動支援事業（地域生活支援事業） 

 

・訪問介護事業（介護予防・生活支援サービス事業含む） 

 

・居宅介護支援事業 

 

① 要介護認定調査業務 

 

② 介護予防支援・介護予防ケアマネジメント業務 

③ 要介護認定者 

 

評価指標 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

利用者数 27 36 42 54 次期計画 

活動時間（身体） 289 269 264 264 次期計画 

活動時間（家事） 225 252 276 324 次期計画 

評価指標 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

利用者数 0 1 1 1 次期計画 

活動時間 0 2 2 2 次期計画 

評価指標 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

利用者数 840 

健全化への

取り組み計

画 書 作 成

（半期ごと

に数値目標

設定） 

健全化への

取り組み計

画 書 作 成

（半期ごと

に数値目標

設定） 

健全化への

取り組み計

画書作成

（半期ごと

に数値目標

設定） 

次期計画 

活動時間 7,717 

評価指標 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

件数 9 2 2 2 次期計画 

評価指標 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

件数 233 225 162 48 次期計画 

評価指標 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

件数 403 371 351 336 次期計画 
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・福祉用具貸与事業 

 

基本目標２ 福祉を支える人が育ちあうまち ········· 

 

推進目標①：地域福祉の人材育成 

地域福祉活動の充実のためには、個人から団体まで多くの人の関わりが大切で

す。福祉を支える人材育成に取り組みます。 

 

●思いやりの心を育てる人づくり 

子どもから大人までの思いやりの心をはぐくむため、住民が福祉について考

え学ぶ機会を充実させ、学んだ知識を地域の中で活かせるよう、学校や関係機関

と連携し、福祉教育の充実を推進します。 

 

◇町社協が取り組んでいる事業（令和２年度） 

・まんのう町社会福祉大会 

 

・まんのう健康・福祉まつり 

 

・福祉についてのお話の会 

 

 

 

 

 

評価指標 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

車椅子 18 25 25 25 次期計画 

特殊寝台 3 4 4 4 次期計画 

評価指標 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

福祉大会参加者数  19  150  200 200 次期計画 

評価指標 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

福祉まつり参加団体数  0  50  50   50 次期計画 

評価指標 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

お話の会開催回数 0 15 20 25 次期計画 

お話の会参加者数 0 150 200 250 次期計画 
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●ボランティア活動づくり 

地域活動を支えるボランティア活動の支援のために、地域住民のニーズに合わ

せた情報提供やボランティア養成などを行います。 

◇町社協が取り組んでいる事業（令和２年度） 

・ボランティア養成講座 

 

・ボランティア活動保険加入促進 

 

・ボランティア協力校 

 

・ボランティアグループへの協力・支援 

・その他関係機関との連携 

 

推進目標②：地域福祉活動への支援の充実 

関係団体との連携強化に努め、地域で取り組まれている福祉活動の充実に向け

て支援する体制を強化します。 

 

●関係機関や団体との連携づくり 

地域福祉活動に取り組む団体の運営を支援し連携することで、福祉活動のさ

らなる活性化を図るとともに、福祉活動の財源確保や新たな福祉活動助成先の

開拓に取り組みます。 

◇町社協が取り組んでいる事業（令和２年度） 

・老人クラブ活動への協力 

 

・まんのう町共同募金委員会への協力 

 

・日本赤十字社香川県支部まんのう町分区への協力 

 

 

 

 

評価指標 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

養成講座開催回数 2  3  3 3 次期計画 

養成講座参加者数 45  50  55 55 次期計画 

評価指標 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

老人クラブ会員数  2，568 2，550  2，550   2，550 次期計画 
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基本目標３ 誰も地域で孤立しない・させないまち ··········· 

 

推進目標①：ささえあいのネットワークづくり 

地域で福祉課題を抱えて孤立することを防ぎ、関係機関・団体との連携強化に努

め、相談支援につなぎます。 

 

●ささえあいのネットワークづくり 

行政や公的機関の支援が及ばない既存の制度では解決が難しい複雑な課題を

抱えている人のニーズを早期に把握し解決に向けた取り組みを進めるため、地

域福祉関係団体のネットワーク構築と協働の体制を整えていきます。 

◇町社協が取り組んでいる事業（令和２年度） 

・生活支援コーディネーター 

 

・まんのうささえあいサービス 

 

・香川おもいやりネットワーク事業 

 

・福祉委員活動への相談助言等の支援 

 

・医療、保健、福祉サービス提供機関や団体及び教育関係団体、民生委員、福祉

委員などとの連携 

 

・高齢者等在宅福祉実態調査 

 

 

 

 

評価指標 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 令和 5 年度 令和 6 年度 

協力会員登録数   34 45 50 次期計画 

協力会員活動回数   120 170 180 次期計画 

評価指標 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

社会福祉法人等との連携

回数（ネットワーク会議等） 
5 6 8  10 次期計画 

評価指標 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

調査件数  1，057  1，115  1，173  1，231 次期計画 
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・避難行動要支援者調査事業 

 

・見守り声掛けほっと安心事業 

 

推進目標②：相談援助の充実 

生活の不安や課題を抱えた方を支援する相談窓口の開設する等に取り組み、援

助の充実を図ります。 

 

●問題解決の体制づくり 

様々な媒体を活用した分かりやすい情報提供を図るとともに、職員などの資

質向上と連携により相談体制の充実に努めます。 

 

◇町社協が取り組んでいる事業（令和２年度） 

・総合相談事業 

 

・傾聴ボランティア事業 

 

・法人後見事業 

 

・まんのう町地域福祉活動計画策定 

 

・コミュニティソーシャルワーク実践研究 

 

評価指標 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

調査件数  677 670  670   670 次期計画 

評価指標 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

参加集落数 62  64  65    65 次期計画 

評価指標 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

受任件数  2  2  3   3 次期計画 

評価指標 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

計画策定に向けた会議 開催

地区社協数 
 ３か所  ７か所  ７か所 ７か所 次期計画 
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第５節 実施計画事業一覧 

○支え合いのこころを大切にするまち 

 

地域福祉活動の基盤強化

小地域ふれあいサロン 寄付金、共同募金

脳の健康教室事業（まんのう寺子屋） 寄付金、参加費

法人運営事業 町補助金

マイクロバス運営事業 町補助金

地域福祉推進委員会事業 会費、寄付金

地域福祉活動助成金事業 会費

広報活動事業 寄付金、共同募金

災害ボランティアセンター事業

福祉サービスの充実

地域子育て支援拠点事業「つどいのひろばひまわり」 町受託金、利用料

子育てホームヘルプサービス事業 利用料

生きがい活動支援通所事業 町受託金、利用者負担金

給食サービス事業 町受託金、寄付金

生活管理指導員派遣事業 町受託金

自立相談支援事業 県受託金

生活福祉資金貸付事業 県社協受託金

福祉サービス利用援助事業 県社協受託金

障害福祉サービス事業 事業収入

移動支援事業 事業収入

訪問介護事業（介護予防・日常生活支援総合事業含む） 事業収入

居宅介護支援事業 事業収入

福祉用具貸与事業 寄付金

財源

●災害に備えた体制づくり

●ふれあいの場づくり

●良質で適切な福祉サービスの提供

推進目標　推進施策　実施項目

●信頼に応えられる社会福祉協議会の基盤強化
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○福祉を支える人が育ちあうまち 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域福祉の人材育成

町社会福祉大会 寄付金、共同募金

健康・福祉まつり 寄付金、共同募金

福祉についてのお話の会

ボランティア養成講座 寄付金、共同募金

ボランティア活動保険加入促進

ボランティア協力校 寄付金

ボランティアグループへの協力・支援

地域福祉活動への支援の充実

老人クラブ活動への協力

まんのう町共同募金委員会への協力

日本赤十字社香川県支部まんのう町分区への協力

その他関係機関との連携

財源

●思いやりの心を育てる人づくり

●ボランティア活動づくり

●関係機関や団体との連携づくり

推進目標　推進施策　実施項目
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○誰も地域で孤立しない・させないまち 

 

 

 

 

 

 

※財源については、今後の社会動向などにより変更する可能性があります。 

 

ささえあいのネットワークづくり

生活支援コーディネーター 委託金

まんのうささえあいサービス 町受託金

香川おもいやりネットワーク事業 寄付金、県社協基金

福祉委員活動への相談助言等の支援

医療、保健、福祉サービス提供機関や団体及び教育関係団
体、民生委員、福祉委員などとの連携

高齢者等在宅福祉実態調査事業 町受託金

避難行動要支援者調査事業 町受託金

見守り声かけほっと安心事業 町受託金

相談援助の充実

総合相談事業 寄付金、共同募金

傾聴ボランティア事業 寄付金

法人後見事業 寄付金

まんのう町地域福祉活動計画策定

コミュニティソーシャルワーク実践研究 寄付金

財源

●問題解決の体制づくり

●ささえあいのネットワークづくり

推進目標　推進施策　実施項目
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第５章 地域福祉活動計画の推進体制 

 

第１節 計画の周知と雰囲気づくり 

 

地域福祉は、行政、地域の住民、福祉活動団体、ボランティア、福祉事業者な

ど地域にかかわるものが主体となって協働して推進していくことが大切です。 

 

そこで、本計画で示した取組と方向性について、ダイジェスト版や広報、ホー

ムページなどにより公表し周知を図ります。また、より普及を図るため、民生委

員・児童委員、福祉委員等の各種会合の場への参加を通じて、具体的な取組や活

動事例などを紹介し、理解と参加・協力を求めていきながら、住民への周知を図

り、地域における主体的な活動を促進していきます。 

 

（１）住民への計画の普及 ･････････････････････････････････････････････ 

各地域での「福祉についてのお話の会」等の機会を通じて、本計画で示した基

本理念や福祉課題解決のための取組と方向性などについて説明を行い、理解を

促進します。 

 

さらに計画の推進に当たっての提案など意見交換を行い、行政と社会福祉協

議会、住民との協働による計画の推進をめざします。 

 

 

（２）事業者などへの計画の普及 ･･･････････････････････････････････････ 

町内の福祉関係の事業者をはじめ、企業などに対して、本計画に対する理解を

進めます。 
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第２節 総合的な地域福祉推進体制 

 

本計画を着実に推進するため、住民などとの協働に努めます。そして、地域に

密着しながら、地域福祉を推進するために様々な取組を行っていきます。 

 

 

（１）住民（地域住民、事業者、福祉団体、ＮＰＯなど）との協働 ････････････ 

 

これまでも住民、事業者、関係機関などとの連携を図りながら事業を進めてき

ました。今後も機会あるごとに、意見を聴きつつ、協働の立場で本計画を推進し

ます。 

 

 

（２）町との協働 ･････････････････････････････････････････････････････ 

 

社会福祉協議会は、地域に密着しながら、地域福祉を推進するために様々な事

業を行っていきます。 

 

町が策定する「地域福祉計画」との連携を図りながら、本計画を推進します。 

 

 

（３）職員の推進体制 ･････････････････････････････････････････････････ 

 

社会福祉協議会内部で各課、各係、支所などと連携を図り、本計画を推進しま

す。 
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第３節 評価と見直しの仕組み 

 

（１）評価委員会の設置 ･･･････････････････････････････････････････････ 

 

「まんのう町地域福祉活動計画策定委員会」を引き続き「まんのう町地域福祉

活動計画評価委員会（仮称）」と位置付け、地域福祉活動や住民のニーズを把握

しながら計画の進捗管理及び見直しなどについて協議・検討を行い、本計画の着

実な推進に努めます。 

 

（２）取り組み状況に関する意見集約･････････････････････････････････････ 

 

民生委員・児童委員、福祉委員等の各種会合の場へ参加し、地域福祉活動の取

組状況などについての広報や意見集約に取り組みます。 

 

（３）地域福祉推進委員会の開催 ･･･････････････････････････････････････ 

 

社会福祉協議会の「地域福祉推進委員会」で本会の業務内容を検討します。 

 

（４）事務局 ･････････････････････････････････････････････････････････ 

 

事務局をまんのう町社会福祉協議会に設置し、町福祉保険課などとの連携の

もと、本計画の進捗管理及びその事務に当たります。 
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参考資料 

１ まんのう町社会福祉協議会 地域福祉活動計画策定委員会設置要綱 

 

（設置） 

第１条 まんのう町における地域福祉活動計画（以下「活動計画」という。）を

策定するため、まんのう町地域福祉活動計画策定委員会（以下「委員会」という。）

を置く。 

（所掌事項） 

第２条 委員会の所掌事項は、次のとおりとする。 

(1) 地域福祉計画の策定に関する事項 

(2) その他地域福祉計画の策定に必要な事項 

（組織） 

第３条 委員会は、次に掲げる人のうちから会長が委嘱する１６人以内の委員を

もって組織する。 

(1) 学識経験者 

(2) 福祉関係者 

(3) 医療関係者 

(4) 教育関係者 

(5) 自治会、地域活動団体の関係者 

(6) 関係行政機関の職員 

(7) その他会長が必要と認める者 

（委員の任期） 

第４条 委員会の委員の任期は、委嘱の日から地域福祉活動計画策定の日まで

とする。 

（報酬） 

第５条 委員会の委員は、無報酬とする。 

（委員長及び副委員長） 

第６条 委員会に委員長及び副委員長を置く。 

２ 委員長及び副委員長は、委員の互選により定める。 

３ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

４ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき又は委員長が欠けた

ときは、その職務を代理する。 

（会議） 

第７条 委員会の会議（以下「会議」という。）は、委員長が招集し、委員長が

議長となる。ただし、委員長が互選される前に招集される会議は、会長が招集す

る。 
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２ 会議は、委員の半数以上の出席がなければ開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席した委員の過半数でこれを決し、可否同数のときは、議

長の決するところによる。 

（意見の聴取） 

第８条 委員会が必要とするときには、委員以外の者に出席を求め、その意見も

しくは説明を聞き、資料の提出を求めることができる。 

（守秘義務） 

第９条 委員会に出席した者及びその他関係者は、委員会に関して知り得た秘

密を他に漏らしてはならない。 

（作業部会の設置） 

第 10条 委員会が必要とするときには、委員会の審議事項を調査及び研究をさ

せるため、作業部会を設置することができる。 

（庶務） 

第 11条 委員会の庶務は、地域福祉課において処理する。 

（その他） 

第 12条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、会

長が定める。 

 

附 則 

この要綱は、令和３年１１月２４日から施行する。 
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２ 策定委員名簿 

 

まんのう町地域福祉活動計画策定委員会委員名簿 

  氏  名 区  分 

1 栗田  隆 義  学識経験者 

2 山下  美 博  自治会、地域活動団体の関係者 

3 湊  髙 春  学識経験者 

4 五所野尾 優  学識経験者 

5 近藤  健 二  自治会、地域活動団体の関係者 

6 多 田  覚  自治会、地域活動団体の関係者 

7 今田  義 則  自治会、地域活動団体の関係者 

8 秀石  謙 三  自治会、地域活動団体の関係者 

9 森  康 廣  自治会、地域活動団体の関係者 

10 森本 まり子  自治会、地域活動団体の関係者 

11 鈴木  正 之  自治会、地域活動団体の関係者 

12 山下  紋 子  自治会、地域活動団体の関係者 

13 真 鍋  隆  福祉関係者 

14 長谷川 智一  福祉関係者 

15 三原  一 夫  教育関係者 

 

（敬称略） 
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３ 地域福祉活動計画策定までの経過 

実施月日 
策定委員会の 

動き  
事務局の動き   内容 

令和２年 

１２月１７日 
  職員研修会 地域の課題について職員間で協議 

令和３年 

１月２１日 
  職員研修会 職員間協議（地域の課題）の共有 

１月２６日   
琴南地域福祉推進

委員会（事前協議） 
  

１月２６日   
仲南地域福祉推進

委員会（事前協議） 
  

１月２８日   
琴南地域福祉推進

委員会 
地域の課題、活動について 

１月２９日   
満濃地域福祉推進

委員会（事前協議） 
  

１月２９日   
仲南地域福祉推進

委員会 
地域の課題、活動について 

２月 ３日   
満濃地域福祉推進

委員会 
地域の課題、活動について 

２月１８日   職員研修会 
地域福祉推進委員会での協議結果

の共有、地区行動計画について 

３月１７日  理事会報告   理事会にて経過報告 

４月 １日   業務分掌移管  総務課から地域福祉課へ移管 

４月１５日  職員研修会 

職員会で共通理解 

・第４章活動計画第４節実施計画 

各事業担当者指標作成開始 

基本目標・推進目標事業の確認 

・地域の課題共通理解 

４月２８日  

満濃地域福祉推進

委員会 

（事前協議） 

①委員長・副委員長・事務局会議 

現状報告・方向性の説明・協力依頼 

②支部長・事務局会議において満濃

地域福祉推進委員会事業計画（案）

第３章第３節地区行動計画継続会

議進め方について説明 

まんのう町地域活動計画(案)配布 
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実施月日 
策定委員会の 

動き  
事務局の動き   内容 

５月２０日  
琴南地域福祉推進

委員会（事前協議） 

委員長・副委員長・指名委員・事務

局会議にて琴南地域福祉推進委員

会事業計画（案）第３章第３節地区

行動計画継続会議進め方について

説明協力依頼 

まんのう町地域活動計画(案)配布 

５月２０日  
仲南地域福祉推進

委員会（事前協議） 

委員長・事務局会議にて仲南地域福

祉推進委員会事業計画（案）第３章

第３節地区行動計画継続会議進め

方について説明協力依頼 

まんのう町地域活動計画(案)配布 

５月２０日  職員研修会 

・進捗状況報告・共通理解 

・地区行動計画会議に向けて他課へ

の職員協力依頼 

・第４章活動計画第４節実施計画 

各事業担当者目標・指標作成継続 

５月２６日  
仲南地域福祉推進

委員会 

・地区行動計画方向性説明 

（新推進委員） 

・まんのう町地域活動計画(案)配布 

仲南地域福祉推進委員会事業計画 

第３章第３節地区行動計画継続会

議開催について承認得る 

６月 １日  
満濃地域福祉推進

委員会（事前協議） 

支部長・事務局会議にて満濃地域福

祉推進委員会事業計画（案）第３章

第３節地区行動計画継続会議進め

方について説明協力依頼 

６月 １日  
満濃地域福祉推進

委員会 

・地区行動計画方向性説明 

（新推進委員） 

・まんのう町地域活動計画(案)配布 

満濃地域福祉推進委員会事業計画 

第３章第３節地区行動計画継続会

議開催について承認得る 
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実施月日 
策定委員会の 

動き  
事務局の動き   内容 

６月 １日  

第１回 

満濃地区行動計画

継続会議 

・地域の課題、活動等について 

 グループワーク 

 満濃地区行動計画作成 

６月 １日  
琴南地域福祉推進

委員会 

・地区行動計画方向性説明 

(新推進委員) 

・まんのう町地域活動計画(案)配布 

琴南地域福祉推進委員会事業計画 

第３章３節地区行動計画継続会議

開催について承認得る 

６月１７日  職員研修会 

地区行動計画 

進捗状況報告・共通理解 

・前年度引継ぎ課題の現状と報告 

・第４章活動計画第４節実施計画 

各事業担当者目標・指標作成継続 

・第４章第５節実施計画事業一覧確 

 認  

 ６月２１日  
仲南地域福祉推進

委員会（事前協議） 

委員長・事務局 

地域の課題・会議進め方の共有 

６月２３日  
琴南地域福祉推進

委員会（事前協議） 

委員長・副委員長・指名委員 

地域の課題・会議進め方の共有 

６月２５日  

第２回 

満濃地区行動計画

継続会議 

（事前協議） 

職員間協議 

地域の課題・会議進め方の共有 

６月２８日  

第２回 

満濃地区行動計画

継続会議（吉野） 

（事前協議） 

吉野支部長・吉野館長 

地域の課題・会議進め方の共有 

６月２９日  

琴南地区行動計画

継続会議 

 

・地域の課題、活動等について 

グループワーク 

琴南地区行動計画作成 

 



62 

 

 

実施月日 
策定委員会の 

動き  
事務局の動き   内容 

 

６月３０日 

 

 
仲南地区行動計画

継続会議 

・地域の課題、活動等について 

グループワーク 

仲南地区行動計画作成 

７月 ２日  

第２回 

満濃地区行動計画

継続会議（四条） 

・地域の課題、活動等について 

グループワーク 

四條地区行動計画作成 

 

７月 ６日 

 

 

 

第２回 

満濃地区行動計画

継続会議 

（事前協議） 

職員間協議 

地域の課題・会議進め方の共有 

 

７月 ８日 

 

 

 

 

第２回 

満濃地区行動計画

継続会議（吉野） 

・地域の課題、活動等について 

グループワーク 

吉野地区行動計画作成 

７月１５日  

第２回 

満濃地区行動計画

継続会議（長炭） 

・地域の課題、活動等について 

グループワーク 

長炭地区行動計画作成 

 ７月１５日  職員研修会 

地区行動計画 

進捗状況報告・共通理解 

・第４章活動計画継続作成 

７月１６日  

第２回 

満濃地区行動計画

継続会議（高篠） 

・地域の課題、活動等について 

グループワーク 

高篠地区行動計画作成 

７月２１日  

第２回 

満濃地区行動計画

継続会議（神野） 

・地域の課題、活動等について 

グループワーク 

神野地区行動計画作成 

８月１６日  
職員研修会 

（事前協議） 

事務局長・３課課長 

・第４章活動計画 

社協事業目的評価指数等最終確認 

８月１９日  職員研修会 

・地区行動計画 

進捗状況報告・共通理解 

・第４節活動計画第４節実施計画 

各事業担当者指標報告 
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実施月日 
策定委員会の 

動き  
事務局の動き   内容 

９月１６日  

満濃地域福祉推進

委員会 

支部長・事務局会議 

地区行動計画継続会議 

各地区の報告 

９月１６日  

第３回 

満濃地区行動計画

継続会議(中止) 

情報交換会 

地区行動計画継続会議各地区報告 

９月１６日  職員研修会 
まんのう町地域福祉活動計画（案） 

７地区行動計画作成完了報告 

９月１７日  
吉野地区福祉委員

研修会（中止） 

地区行動計画の報告 

 

９月１８日  
神野地区福祉委員

研修会（中止） 

地区行動計画の報告 

 

９月２１日 
 

 

高篠地区福祉委員

研修会（中止） 

地区行動計画の報告 

 

９月２２日  
琴南地区福祉委員

研修会（中止） 

地区行動計画の報告 

 

９月２４日 
 

 

四条地区福祉委員

研修会（中止） 

地区行動計画の報告 

 

９月２８日  
仲南地区福祉委員

研修会（中止） 

地区行動計画の報告 

 

９月３０日  
長炭地区福祉委員 

研修会（中止） 

地区行動計画の報告 

 

１０月２１日  職員研修会 完了報告 

１１月２４日 理事会報告  理事会にて完了報告 

１２月 ３日 評議員会報告  評議員会にて完了報告 
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４ 社会福祉法人まんのう町社会福祉協議会 組織図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（令和３年度） 

評議員会

苦情解決

検討委員会

評議員選任・

解任委員会

事務局長

会長

監事理事会

役員

介護福祉課 地域福祉課 総務課

琴南支所

居
宅
介
護
支
援

訪
問
介
護

居
宅
支
援

事業所

満濃出張所

生活自立相談支援センター

地域福祉

推進委員会

仲南

地区

満濃

地区

琴南

地区

本所

まんのうささえあいセンター
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